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（説明） 

1. 強震動評価の概要 

1.1 評価全体の流れ 

警固断層帯（南東部）の地震を想定した強震動評価全体の流れを以下に示す。図 8 にはそ

の作業内容をフローチャートにして示した。 
①「警固断層帯の長期評価について」（地震調査委員会, 2007；以下、「長期評価」とい

う）で示された活断層帯（玄界灘から博多湾を経て、福岡平野にかけてほぼ北西－南東

に分布する活断層帯）に沿って震源断層モデルを想定した。断層帯北西部の最新活動が

2005 年福岡県西方沖の地震であったことを考慮し、本評価では断層帯南東部について

強震動評価を行うこととする。 
② ①の巨視的震源特性等から微視的震源特性を評価して特性化震源モデル 1 を設定した

（図 9 参照）。アスペリティの個数（1 つと大小 2 つの場合）と破壊開始点の位置（2
カ所）によって 4 ケースの震源断層モデルを想定した。アスペリティが 1 つの場合は、

アスペリティを断層中央部に配置させ、破壊開始点をアスペリティ下端の北西部（ケー

ス 1a）と南東部（ケース 1b）とした。アスペリティが大小 2 つの場合は、太宰府市大

佐野（おおざの）地点において上下変位が認められていることから南部に大きなアスペ

リティを、北部に小さなアスペリティを配置させ、破壊開始点を小さなアスペリティの

北西部（ケース 2a）と大きなアスペリティの南東部（ケース 2b）とした。 
③警固断層帯周辺の「深い地盤構造」に対する三次元地下構造モデルは、既存の物理探査

結果、ボーリング調査結果、地震観測記録等より作成した。工学的基盤上面より上の

「浅い地盤構造」のモデルは、地形・地盤分類 250m メッシュデータ（若松・松岡, 
2007）を基に最大速度の増幅率の分布として取り扱った。 

④ ②で作成された特性化震源モデルと③で作成された三次元地下構造モデルを基に震源

断層周辺の領域において、約 1km メッシュごとに「ハイブリッド合成法」（4 章参照）

を用いて工学的基盤上面の地震波形を求めた。さらに、約 250m メッシュごとに震度増

分を設定してこれを工学的基盤上面の計測震度に加算することで地表の震度を求めた。

また、試行的にボーリング調査データによる「浅い地盤構造」のモデルを用いて一次元

地震応答計算により地表の震度も求めた。 
⑤平均的な地震動分布を評価するため、「距離減衰式に基づく方法」（4 章参照）を用い

た強震動予測も行った。 
次章以降、上記の評価作業内容について説明するが、強震動評価の構成要素である「特

性化震源モデル」、「地下構造モデル」、「強震動計算方法」、「予測結果の検証」の考

え方については、基本的に付録の「震源断層を特定した地震の強震動予測手法」（以下、

「レシピ」という）に基づいたものであり、その内容と重複する事項については簡単に記

述する。なお、「地下構造モデル」は、「2005 年福岡県西方沖の地震の観測記録に基づ

 

1  強震動を再現するために必要な震源の特性を主要なパラメータで表した震源モデルを「特性化震源モデル」

と呼ぶ。特性化震源モデルは、活断層においては震源断層の形態・規模を示す巨視的震源特性、断層の不均

質性を示す微視的震源特性、および破壊過程を示すその他の震源特性を考慮した震源断層モデルである。

「特性化」は Somerville et al.(1999)の characterization の訳語に由来する。 
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く強震動評価手法の検証」（地震調査委員会強震動評価部会, 2008）と同じものを用いて

おり、ここではその概要を記述する。 
 

1.2 評価地点 

本評価における評価範囲は、警固断層帯（南東部）の断層面が福岡県西方沖の地震の断層

面よりも南東側に位置することや、後述の深部地盤モデルにおいて阿蘇山方面にかけて地震

基盤が深くなっていることなどを加味して、福岡県西方沖の地震における評価（検証）領域

よりも南東側へ拡張した範囲とした。具体的には以下の四隅で囲まれる範囲とした（図 3 参

照）。評価地点は、工学的基盤上面の波形については約 1km（3 次）メッシュの中心点とし、

地表の最大速度分布および計測震度分布については約 250m（3 次メッシュの 16 等分）メッ

シュの中心点とした。 
 

北西端：北緯 33.9167° 東経 129.7375°、北東端：北緯 33.9167° 東経 131.0125° 
南西端：北緯 33.0083° 東経 129.7375°、南東端：北緯 33.0083° 東経 131.0125° 

 

1.3 評価項目 

本評価における強震動の評価項目は、「ハイブリッド合成法」、「距離減衰式に基づく方

法」、それぞれ以下のとおりである。 
「ハイブリッド合成法」 

・「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面（3 章参照）の時刻歴波形（計算有

効周期範囲：0.1～10 秒）および擬似速度応答スペクトル（減衰定数 5％）（全ケ

ース） 
・「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面の最大速度分布（全ケース） 
・地表の最大速度分布（全ケース） 
・震度分布（全ケース） 

「距離減衰式に基づく方法」 
・地表の最大速度分布 
・震度分布 

 

本評価では、「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面において計算された波形の

うち、図 3 にその位置を示す福岡市役所、太宰府市役所、久留米市役所、うきは市役所、宗

像（むなかた）市役所、飯塚市役所、前原市役所、唐津市役所、柳川市役所、佐賀市役所の

それぞれに最も近い計算メッシュの中心の 10 地点について時刻歴波形および擬似速度応答

スペクトルを例として示した。 
 

2. 震源特性の設定 

「長期評価」によると、警固断層帯は、福岡市東区志賀島北西沖の玄界灘から博多湾、同

市中央区、同市南区、春日市、大野城市、太宰府市を経て、筑紫野市に至る断層帯である。
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断層帯の長さは 55km 程度で、概ね北西－南東方向に延びる。過去の活動時期の違いから、

玄界灘から志賀島付近にかけての 2005 年福岡県西方沖の地震の震源域にあたる北西部（長

さ 25km 程度）と、志賀島南方沖の博多湾から筑紫野市の警固断層にあたる南東部（長さ約

27km）に区分される。北西部は平均活動間隔などが明らかでないため、将来このような地

震が発生する長期確率を求めることができないが、最新活動が 2005 年福岡県西方沖の地震

であったことを考慮すると、ごく近い将来に今回評価したような地震が発生する可能性は低

いとしている。一方、南東部ではマグニチュード 7.2 程度の地震が発生すると推定され、将

来このような地震が発生する長期確率は今後 30 年以内に 0.3～6％（基準日：2008 年 1 月 1
日）で、我が国の主要活断層帯の中では高いグループに属するとされている。ここでは、警

固断層帯の「南東部」が活動するとして、アスペリティの個数および破壊開始点の位置を変

えた 4 通りの特性化震源モデルを想定した。表 1 に各ケースの震源断層パラメータを示す。 
 

2.1 巨視的震源特性 

長期評価された活断層の長さ L (km)（繰り返し活動して形成された活断層の長さ）から求

められた気象庁マグニチュード M を固定パラメータとして、他の断層パラメータを「レシ

ピ」に従って設定した。巨視的断層パラメータの設定フローは、図 9［「レシピ」付図 3］

に示すとおりである。 
 

2.1.1 震源断層モデルの位置 

震源断層モデルの位置は、「長期評価」による活断層位置図を参照し、活断層分布に沿う

ように位置（長さと走向）を設定した（図 1 参照）。走向は北側で N136°E とした。 
 

2.1.2 断層の長さ L 
断層長さは、地表地震断層長さ（1 回の活動でできた地表断層）と見なし、「長期評価」

の断層長さを用いる。 
 

2.1.3 気象庁マグニチュード M 
松田 (1975) に基づき、M＝(logL＋2.9)/0.6 により、M＝7.2 となる。 

 

2.1.4 地震モーメント M0 

武村 (1990) に基づき、logM0＝1.17M＋10.72 により、M0=1.47×1019 (N･m)となる。 
 

2.1.5 モーメントマグニチュード Mw 

Kanamori (1977) に基づき、Mw＝(logM0－9.1)/1.5 により、Mw＝6.7 となる。 
 

2.1.6 断層の面積 S（仮設定） 

入倉・三宅 (2001) に基づき、S＝4.24×10-11・(M0×107)1/2 より、S＝513 (km2) となる（図

12-1 参照）。 
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2.1.7 断層の幅 W（仮設定） 

W＝S/L より、W＝19 (km) となる。 
 

2.1.8 地震発生層の深さ 

地震発生層の上端、下端の深さを想定するために、気象庁の地震カタログによる微小地震

の発生分布および 2005 年福岡県西方沖の地震の精密余震分布（九州大学・他, 2006；図 10
参照）から下端深さは 16km とし、「深い地盤構造」モデル（図 11 参照）から上端深さは

2km とした。したがって、地震発生層の幅は 14km となる。 
 

2.1.9 断層モデルの幅 Wmodel と長さ Lmodel 
震源断層を地震発生層の上端深さの 2km とすると、断層の下端が地震発生層の下限深さ

を貫くことから、次のように断層モデル幅 Wmodel  (km) と長さ Lmodel (km) を設定した。Wmodel 

は、断層モデル下端深さが地震発生層下限深さ+2km よりも浅い断層モデルのメッシュサイ

ズの倍数とする。Lmodel は、S/Wmodel（ただし、L より大きく L+5km 以内の断層モデルメッシ

ュサイズの倍数）とする。メッシュサイズを 2km とすると、Wmodel＝16 (km)、Lmodel＝32 
(km) となる。 
 

2.1.10 断層モデルの面積 Smodel 

Wmodel＝16 (km)、Lmodel＝32 (km)より、Smodel＝Lmodel×Wmodel＝512 (km2) となる。 
 

2.1.11 断層モデルの傾斜角 δ 
「長期評価」では、断層露頭やトレンチ調査において高角度な断層が確認されている（下

山・他, 2005； 宮下・他, 2007 など）。一方、2005 年福岡県西方沖の地震発生後の精密地震

観測では、福岡県西方沖の地震の余震分布がほぼ垂直に並んでいることが確認されている。

以上のことから、傾斜角は 90°とした。 
 

2.1.12 断層平均すべり量 D 
平均すべり量 D (m) と地震モーメント M0 (N･m)の関係 M0＝μ・D・S から算定する。こ

こで、剛性率 μ＝ρ･β2 (N/m2)、ρは密度(kg/m3)、βは震源における S 波速度(km/s)。 
D＝M0/(Smodel･μ)＝0.9 (m)となる。 

 

2.2 微視的震源特性 

2.2.1 アスペリティの数 

アスペリティの個数は、経験的に 1 地震当たり平均 2.6 個との報告があり (Somerville et al., 
1999)、1 セグメント当たり 1 個か 2 個とされている［「レシピ」1.1.2 微視的震源特性参

照］。 
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本評価では、「断層帯南東部」の地表トレース沿いに、アスペリティの位置を設定できる

ような変位量分布が認められないことから、アスペリティが 1 つの場合と 2 つの場合を想定

した。 
 

2.2.2 アスペリティの総面積 Sa 
アスペリティの総面積は、短周期領域における加速度震源スペクトルのレベル（以下「短

周期レベル」という）と関係があることから、以下の手順で算定した。 
 

① 壇・他 (2001) による短周期レベルと地震モーメントとの経験式[「レシピ」(11)式参照]
を用いて地震モーメントから「短周期レベル」を算定した（図 12-2 参照）。 

② 上記で算定した「短周期レベル」から、便宜的に等価半径 r (km) の円形のアスペリテ

ィが 1 つあるという考え方を基にして、アスペリティの総面積 Sa (km2) を求めた[「レシ

ピ」(12)～(14)式参照]。 
③ 2 つのアスペリティの面積比は、石井・佐藤 (2000) を参考に 2：1 とした。 

 

以上の手順に従い、アスペリティの総面積を算定した結果、震源断層全体の面積に対する

アスペリティの総面積の比率は、約 19％となった。なお、これまでの研究成果では、アス

ペリティの面積が震源断層の面積と比例関係にあることが経験的に知られており、アスペリ

ティの定義が研究ごとに異なるものの、内陸地震によるアスペリティ面積の占める割合は、

断層面積の平均 22% (Somerville et al., 1999)、15%～27% (宮腰・他, 2001)、平均 37%（石

井・他, 2000）といった結果が得られており、今回の比率はこれらの範囲内にある。 
 

2.2.3 アスペリティの位置 

アスペリティの位置は、地震イベントによる変位量分布、もしくは平均変位速度（平均的

なずれの速度）の分布より設定するとされている［「レシピ」1.1.2  微視的震源特性参

照］。 
本評価では、「断層帯南東部」の地表トレース沿いに、アスペリティの位置を設定できる

ような過去の活動による変位量分布が不明であることから、断層中央部に 1 つまたは 2 つの

アスペリティをバランス良く設置した。なお、アスペリティが 2 つの場合は、面積比を 2：
1 とし、太宰府市大佐野（おおざの）地点において上下変位が認められていることから南部

に大きなアスペリティを、北部に小さなアスペリティを配置させた。 
 

2.2.4 アスペリティ・背景領域の平均すべり量 Da・Db 

アスペリティ全体の平均すべり量は、最近の内陸地震の解析結果を整理した結果

（Somerville et al., 1999）を基に震源断層全体の平均すべり量の 2 倍とし、アスペリティの

すべり量及び背景領域のすべり量を算定した[「レシピ」(15)～(19)式参照]。 
この結果、アスペリティの平均すべり量 Da は約 1.8m、背景領域の平均すべり量 Db は約

0.7m となる。 
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2.2.5 アスペリティの応力降下量・実効応力および背景領域の実効応力 Δσa・σa・σb 

アスペリティの応力降下量 Δσa・実効応力 σa、および背景領域の実効応力 σb (MPa) は、ア

スペリティの面積から 1 つの円形のアスペリティが存在すると見なして算定した[レシピ(20)
～(23)式参照]。 

この結果、アスペリティの応力降下量 Δσa・実効応力 σaは 16.0MPa、背景領域の実効応力

σbは 2.8MPa となる。 
 

2.2.6 fmax 
fmax については、これを推定するための情報がないため、地震調査委員会強震動評価部会

(2001)の検討より 6Hz に設定した[「レシピ」1.1.2.(e)fmax参照]。 
 

2.2.7 すべり速度時間関数 

中村・宮武(2000)の近似式を用いた[レシピ(25)～(28)式参照]。 
 

2.3 その他の震源特性 

2.3.1 破壊開始点の位置 

破壊開始点については、その位置を特定するだけの情報が得られていない。そこで、図 2
に示すように、アスペリティの下端とした 4 通りとした。 

・ケース 1a：アスペリティ 1 個、南東側から破壊 
・ケース 1b：アスペリティ 1 個、北西側から破壊 
・ケース 2a：アスペリティ 2 個、南東側から破壊 
・ケース 2b：アスペリティ 2 個、北西側から破壊 

 

2.3.2 破壊伝搬様式 

破壊は、経験的に破壊開始点から放射状（概ね同心円状）に進行するものとした。 
 

2.3.3 破壊伝搬速度 Vr 

平均破壊伝播速度は、地震発生層の S 波速度との関係 (Geller, 1976) から、2.4km/s とした

[レシピ(24)式参照]。 
 

2.4 「ハイブリッド合成法」に用いる震源断層モデル 

強震動計算に用いる震源断層モデルは、約 2km×2km の要素に断層面を分割した要素断層

の集まりとして取り扱った（図 2 参照）。 
 

3. 地下構造モデルの設定 

強震動評価のための地下構造モデルについては、対象を地震波の伝播経路となる上部マン

トルから地震基盤までの地殻構造(以下、「地震基盤以深の地殻構造」という）、主に地震
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波の長周期成分の増幅に影響を与える地震基盤から工学的基盤上面までの地盤構造（以下、

「深い地盤構造」という）、主に地震波の短周期成分の増幅に影響を与える工学的基盤上面

から地表までの地盤構造（以下、「浅い地盤構造」という）の 3 つに分けて設定を行った。 
本評価においては、工学的基盤上面として設定する地盤の S 波速度が「距離減衰式に基づ

く方法」と「ハイブリッド合成法」で異なっている。「ハイブリッド合成法」では、評価領

域の地質構造に応じて作成された三次元地下構造モデルの最上層の地盤を（「距離減衰式に

基づく方法」による工学的基盤上面と区別して）「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基

盤上面と呼んでいる。ここで設定した「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面の S
波速度（Vs）は、600m/s である。 
「地震基盤以深の地殻構造」および「深い地盤構造」モデル（「ハイブリッド合成法」に

用いる工学的基盤～地震基盤）は、「2005 年福岡県西方沖の地震の観測記録に基づく強震

動評価手法の検証」（地震調査委員会強震動評価部会, 2008）に用いたものを使った（図 4、
表 2）。以下に、概要を述べる。 
 

3.1 「地震基盤以深の地殻構造」 

「地震基盤以深の地殻構造」については、Zhao et al. (1992, 1994) によるコンラッド面、お

よびモホ面の出現深度を参照し、表 3 のとおり設定した。なお、それぞれの境界深さは本対

象地域の平均的な深さをとった。ただし、半経験的方法[「レシピ」3.1 工学的基盤上面ま

での計算方法参照]においては、この地下構造モデルは用いず、減衰特性のみ考慮した。こ

こでは、断層周辺の減衰特性の情報がないため、下式に示す仙台地域の観測記録から推定し

た佐藤・他 (1994b) による周波数依存の Q 値を利用した。 
 

(Hz)
)0.1(110
)0.1(110 69.0

：周波数

・

f
HzfQ
HzffQ

<=
≥=

 

 

3.2 「深い地盤構造」 

「深い地盤構造」については「レシピ」に従い、まず、九州全域の地形・地質資料、物理

探査資料、ボーリングデータ等を収集し、整理を行う。速度構造モデルを構築するだけの物

理探査データがないことから、主に地質データから総合的に判断して地質構造モデルを作成

する。次に、地震探査や速度検層等の速度に関するデータを収集し、地質区分に適切な速度

値を与えて、三次元速度構造モデル（P 波速度）を作成する。屈折法および反射法探査等の

物理探査データや K-NET および KiK-net 等の PS 検層データから、地質区分ごとの P 波速度

と S 波速度の関係を求め、S 波速度、密度の設定を行って 0 次モデルとする。 
次に、九州全域の K-NET および KiK-net で観測された代表的な観測波形を用いて、上述

のように作成した 0 次モデルの修正を行う。修正は、観測された波形記録の S 波主要動以降

の部分について、観測記録による動径方向成分と上下動成分のスペクトル比を求め、次に、

対象地点の速度構造モデルに用いて計算されるレイリー波の基本モードによる H/V スペク
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トル比を求めて、両者の比較を行ってそれぞれのスペクトル比のピーク周期等を説明できる

ように速度構造モデルを修正し、0.5 次モデルを構築する。さらに、この 0.5 次モデルを用

いて代表的な地震に対して三次元差分法による地震動シミュレーションを行い、モデルによ

る理論スペクトル比と観測記録のスペクトル比の比較や理論波形と観測波形の比較を通して、

速度構造モデルの再修正を繰り返し行い、1 次モデルを構築した。 
以上のようにして作成した「深い地盤構造」の 1 次モデルの物性値を表２に、各速度層上

面の深さ分布を図 4 に示した。 
 

3.3 「浅い地盤構造」 

「浅い地盤構造」の考慮に関しては、国土数値情報を利用した手法（松岡・翠川 (1994) 
および藤本・翠川 (2006) ）を用い、約 250m のメッシュごとの微地形から換算した最大速度

の増幅率（図 5 参照）を用いることとした。微地形区分は若松・松岡 (2007) による九州の

地形・地盤分類 250m メッシュマップを用い、これより推定された深さ 30m までの平均 S 波

速度（松岡・若松, 2007）に対して、藤本・翠川 (2006) による最大速度の増幅率の経験式を

用いた。なお、ハイブリッド合成法に用いる工学的基盤上面の S 波速度は 600m/s である。 
 

   

)m/s(S30m30

166.030log852.0367.2)log(

波速度までの平均：深さ

：最大速度の増幅率

AVS
amp

AVSamp ±⋅−=

 

 

また、参考事例として震源断層に近く比較的ボーリング調査データが揃っている福岡市の

中心市街地において一次元速度構造モデル[「レシピ」2.3 浅い地盤構造参照]を約 250m メ

ッシュごとに作成した。 
 

4. 強震動計算方法 

本評価で用いた強震動計算方法は、ここまで述べた特性化震源モデルと三次元地下構造モ

デルを取り込んで地震動波形を求める「ハイブリッド合成法」と、過去のデータを基にマグ

ニチュードと距離をパラメータとする経験式（距離減衰式）により最大速度を算定する「距

離減衰式に基づく方法」を用いた。さらに、地表の計測震度については、震度増分の考え方

を用いた。以下にそれぞれの手法について説明し、特徴を記す。 
 

4.1 「ハイブリッド合成法」 

4.1.1 三次元地下構造モデル（「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面）における

波形計算 

3 章で述べた「地震基盤以深の地殻構造」及び「深い地盤構造」の 1 次モデルより、三次

元地下構造モデルを再構築した。このモデルを用いて、「ハイブリッド合成法」により工学

的基盤上面における時刻歴波形を計算した。ここで用いた「ハイブリッド合成法」では、長

周期成分を理論的方法（Aoi and Fujiwara, 1999）による不連続格子を用いた三次元差分法、

（100<AVS30<1500） 
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短周期成分を統計的グリーン関数法に基づく波形合成法（壇・佐藤, 1998）によりそれぞれ

計算した。そして、両者の接続周期付近でフィルター処理（マッチングフィルター）を施し

た上でそれらを合成することによって広帯域地震動を評価する。合成する際の接続周期を 1
秒とした。なお、波形は評価範囲（図 3 参照）の約 1km のメッシュのそれぞれの中心点で

求めた。 
統計的グリーン関数法は、2.4「ハイブリッド合成法」に用いる震源断層モデルで述べた

震源断層モデルの要素断層ごとに地震基盤と「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上

面（三次元地下構造モデル上面）における統計的グリーン関数を順次作成して波形合成を行

った。 
 

① 地震基盤における統計的グリーン関数の作成 
仙台地域で観測された主に海溝型地震の記録から佐藤・他 (1994a, 1994b)が推定した

スペクトルモデルと経時特性モデルを用いて、Boore (1983) と同様の手法により、地震

基盤における統計的グリーン関数を作成した。経時特性には、仙台地域の工学的基盤上

面における地震記録から佐藤・他 (1994a) により求められた経験的経時特性モデルを準

用した。 
 

②三次元地下構造モデル上面での統計的グリーン関数の作成 
各計算ポイント直下の三次元地下構造モデルから、各計算ポイントでの地震基盤より

も上位の一次元地下構造モデルを作成し、地震基盤における統計的グリーン関数を入射

波とし、S 波の一次元重複反射理論により三次元地下構造モデル上面での統計的グリー

ン関数を計算した。 
 

③ 三次元地下構造モデル上面における統計的グリーン関数を用いた波形合成 
三次元地下構造モデル上面における統計的グリーン関数を用いて、壇・佐藤 (1998) 

の断層の非一様すべり破壊を考慮した半経験的波形合成法により波形合成を行った。 
 

なお、統計的グリーン関数法の計算にあたっては、ラディエーションパターン係数 F を

与える。計算地点と断層面との幾何学的関係、および断層のすべりのタイプを考慮して、

Boore and Boatwright (1984) に示された F の値のうち S 波の全震源球面上の平均値である 
0.63 を水平 2 成分の自乗和平均と考え、0.63 を 2 で除した 0.445 を F として採用した。 
上記の「ハイブリッド合成法」を用いて計算された水平 2 成分の時刻歴波形より最大値

（最大速度）を求める際には、2 成分の波形のベクトル合成を行い、その最大値を読み取っ

た。 
 

4.1.2 地表における最大速度の計算 

地表における最大速度は､約 250m メッシュごとに、「ハイブリッド合成法」に用いる工

学的基盤上面の S 波速度、および 3 章で述べた地下構造モデルのうち「浅い地盤構造」で求
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めた平均 S 波速度から、「レシピ」(31)～(32)式を用いて最大速度増幅率を求め、これを約

1km メッシュごとの「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤（Vs=600m/s）上面におけ

る最大速度に乗じることによって、計算量を増大させないような推定手順をとった。「ハイ

ブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面から地表までの最大速度増幅率の分布図を図 5 に

示している。 
地表における最大速度を精度よく求めるには、「浅い地盤構造」についても一次元速度構

造モデルを作成し、これを用いて算定される地表における時刻歴波形から推定することが望

ましいが､ここでは地表における時刻歴波形を求めるだけの十分な地盤調査データが得られ

ていないことより、一次元速度構造モデルの作成は行わず、微地形区分を利用した経験的な

方法を用いることとした。 
また、参考として、断層近傍の福岡市街地ではボーリングデータを集めて、約 250m メッ

シュごとの一次元地下構造モデルを作成して [「レシピ」2.3「浅い地盤構造」及び図 13 参

照]、等価線形解析法（Shnabel et al., 1972）による一次元地震応答計算を行い[「レシピ」

3.2 地表面までの計算方法参照]、地表における時刻歴波形から最大速度を求めた。物性値

は、S 波速度については、福岡市域および周辺地域において収集した PS 検層のデータも踏

まえ、中央防災会議において設定されている N 値と S 波速度の関係式（中央防災会議, 
2003）を用いることにした。また、密度および動的変形特性（G/G0～γ、h～γの関係）につ

いても、中央防災会議の資料で示されている土質区分と密度値および動的変形特性曲線を用

いた。また、比較のため、一次元重複反射理論による線形応答計算も行った。 
 

4.1.3 地表における計測震度の計算 

「2003 年十勝沖地震の観測記録を利用した強震動予測手法の検証」（地震調査委員会強

震動評価部会, 2004）および「2005 年福岡県西方沖の地震の観測記録を利用した強震動予測

手法の検証」（地震調査委員会強震動評価部会, 2008）において検討を行った以下の方法に

より、地表における計測震度を算出した。 
工学的基盤上面の波形より気象庁 (1996) に従って算出した「工学的基盤上面の震度」に

対して、藤本・翠川 (2006) による最大速度増幅率および藤本・翠川 (2005)による最大速度

と計測震度の経験的関係式より求められる「震度増分」を加えることによって、地表の計測

震度を算出した。 
 

( ) ( ){ }
{ }

までの最大速度増幅率：工学的基盤から地表　

速度：工学的基盤上の最大　
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：計測震度　
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なお、ここでは計測震度 5 弱以上になる地点に主眼を置いているため、便宜的に計測震度

3 以下についても、上記の式により算出した。なお、計測震度の計算では、水平 2 成分の波

形を用いて気象庁 (1996) の計測震度の求め方により求めた。この時、上下動成分について

は考慮していない。 
 

4.2 「距離減衰式に基づく方法」 

4.2.1 工学的基盤上面における最大速度の計算 
次に示す司・翠川 (1999) による最大速度の距離減衰式を用いて、基準地盤（Vs=600m/s）

における最大速度を求めた。 
 

)km(
)km(

)cm/s(
002.0)100028.0log(29.10038.058.0log

w

50.0
w

：断層最短距離

：震源深さ
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4.2.2 地表面における最大速度の計算 

約 250m メッシュごとに、3 章で述べた地下構造モデルのうち「浅い地盤構造」で求めた

平均 S 波速度から、最大速度増幅率を「レシピ」(31)～(32)式より求め、工学的基盤上面の

最大速度に増幅率を乗ずることによって、地表における最大速度を求めた。 
「浅い地盤構造」モデルは約 250m メッシュでモデル化されているため、当該メッシュが

含まれる 3 次メッシュ（約 1km メッシュ）における計算波形に対して増幅率を適用した。

すなわち、1 つの 3 次メッシュ中に含まれる 16 個の約 250m メッシュに対して、すべて同じ

最大速度を与えて地表の最大速度を求めた。 
 
4.2.3 地表における計測震度の計算 

地表における計測震度については、4.1「ハイブリッド合成法」での地表における計測震

度の求め方と同じ方法を用いた。 
 

4.3 それぞれの手法の特徴 

以下にそれぞれの特徴をまとめる。 
4.3.1 「ハイブリッド合成法」の特徴 

・ 2 章で述べた微視的震源特性、その他の震源特性の影響を評価することができる。す

なわち、「長期評価」や「形状評価」、および最新の地震学の知見に基づいて想定さ

れた震源断層モデルに対する地震動を評価することができる。 
・ 3 章で述べた三次元地下構造モデルの影響を評価することができる。 
・ 時刻歴波形を求めることができる（本報告では「ハイブリッド合成法」に用いる工

学的基盤上面の波形）。 
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・ 微視的震源特性を設定するための情報を必要とする。 
・ 計算負荷が大きく、一度に計算できる範囲は限定され、時間も要する。 

 
4.3.2 「距離減衰式に基づく方法」の特徴 

・ 平均的な地震としての地震動分布を評価するので、微視的震源特性の影響は反映で

きない。 
・ 計算負荷が小さく、一度に広範囲の計算ができる。 

 
5. 強震動予測結果とその検証 

5.1 「ハイブリッド合成法」による強震動予測結果 

「ハイブリッド合成法」による強震動予測結果を下記のとおり示す。 
 

○理論的手法（三次元差分法）の結果 
「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面における速度振幅のスナップショット  

図 14 
○ハイブリッド合成法の結果 
「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面の速度波形 図 15 
「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面の波形の擬似速度応答スペクトル   

図 16 
「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面の最大速度分布  図 17 

○地表の最大速度分布 図 18 
○地表の震度分布 図 6 

 
5.1.1 理論的手法（三次元差分法）による「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面

における速度振幅のスナップショット 

図 14 は、理論的手法（三次元差分法）により計算された「ハイブリッド合成法」に用い

る工学的基盤上面における地震波（速度振幅）の平面的な伝播の様子をいくつかの時刻で示

したものである。計算結果には、「ハイブリッド合成法」で用いるものと同等のローパスフ

ィルターを施している。また、地震波の伝播の様子を分かり易くするために、振幅値は、任

意の速度振幅値で正規化している。いずれの結果においても、ディレクティビティ効果が顕

著に現れる破壊進行方向には、強い地震波が伝播していることがわかる。 
 

5.1.2 「ハイブリッド合成法」による工学的基盤上面の時刻歴波形および擬似速度応答スペ

クトル 

「ハイブリッド合成法」の評価範囲の全地点について、「ハイブリッド合成法」によって

工学的基盤上面の時刻歴波形が計算される。図 15 に代表地点（図 3）における工学的基盤

上面の「ハイブリッド合成法」によって計算された波形を、図 16 に減衰定数 5％の擬似速

度応答スペクトルを示す。なお、これらの代表地点は、「深い地盤構造」モデルの修正にお
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いて使用した強震観測点（K-NET、KiK-net）が近くにあることや断層面との位置関係など

を考慮して選択している。 
震源断層のごく近傍に位置する福岡市、太宰府市では、ケース間での波形の違いが大きい。

断層の南東側に位置する久留米市、うきは市では、アスペリティの破壊の進行方向となる場

合（ケース 1b、2b）と、反対方向となる場合（ケース 1a、2a）との違いが周期数秒におい

て顕著に見られる。特に、断層の延長線上にあたるうきは市では、ケース 1b、2b において

周期 3～4 秒の大振幅のパルス波が現れている。これは、震源の破壊過程におけるフォワー

ドディレクティビティの影響と「深い地盤構造」による増幅の相乗効果によるものと考えら

れる。筑紫平野南西部の柳川市、佐賀市では、いずれのケースにおいても厚い堆積層の影響

により長周期（周期 4～5 秒）の表面波が卓越している。断層の走向と垂直な方向に位置す

る宗像市、飯塚市、前原市、唐津市では、最大振幅、波形およびスペクトルのいずれにおい

てもケース間での大きな違いは見られない。 
 
5.1.3 「ハイブリッド合成法」による工学的基盤上面の最大速度分布 

各ケースの「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面での最大速度の分布を図 17
に示した。地震動の最大速度値は、「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面で求め

られた水平２成分の時刻歴波形のベクトル合成を行い、その最大値を求めた。 
破壊開始点を北西に置いたケース 1b、2b では、破壊開始点を南東に置いた場合（ケース

1a、2a）に比べると、福岡市街地および筑紫平野の北東部の最大速度が大きくなっている。

特に、アスペリティを断層中央に一つ置いた場合（ケース 1a、1b）では、アスペリティを 2
つ置いた場合に比べると、福岡市街地で最大速度が大きくなっている。2 つのアスペリティ

で破壊開始点を北西に置いた場合（ケース 2b）では、筑紫平野の北東部の最大速度が大き

な分布となっている。以上のように、アスペリティの位置や破壊開始点の位置の違いによる

ディレクティビティ、そして「深い地盤構造」の違いが結果に反映されている。 
 
5.1.4 「ハイブリッド合成法」による地表の最大速度分布および震度分布 

図 17 で示した各ケースの「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤上面での最大速度

値に「浅い地盤構造」による増幅率を掛け合わせて地表における最大速度を求めた結果を図

18 に示した。また、工学的基盤上面において気象庁(1996)の方法によって求めた計測震度に

震度増分を加えて求めた地表の計測震度分布を図 6 に示した。 
地表の計測震度分布では、いずれのケースにおいても福岡市内の広い範囲で震度 6 強以上、

筑紫平野では北東部（筑後川中流域）の広い範囲で震度 6 弱以上、南西部の広い範囲で震度

5 強以上となっている。また、北西側から破壊が開始した場合（ケース 1b、2b）には、破壊

の進行方向にあたる筑紫平野北東部の広い範囲で震度 6 強以上が現れている。 
 

5.2 「距離減衰式に基づく方法」による強震動予測結果 

「距離減衰式に基づく方法」による強震動予測結果（地表の震度分布）を図 19 に示す。

「距離減衰式に基づく方法」による震度分布は断層から遠ざかるに従って比較的滑らかに震
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度が小さくなっている。震源断層周辺では、「距離減衰式に基づく方法」による震度の方が

「ハイブリッド合成法」による震度（図 6 参照）よりやや大きめの評価となっている。筑紫

平野北東部では、「距離減衰式に基づく方法」による震度が「ハイブリッド合成法」の破壊

開始点が南東部の場合（ケース 1a、2a）よりも大きめの震度となっているが、破壊開始点

が北西部の場合（ケース 1b、2b）よりも小さめの震度となっている。 
「距離減衰式に基づく方法」では、工学的基盤上面から地表までの「浅い地盤構造」によ

る最大速度の増幅の影響は反映されているが、「ハイブリッド合成法」と異なり、評価範囲

における地震基盤から工学的基盤上面までの「深い地盤構造」による増幅の影響は考慮され

ていない。また、アスペリティの影響やディレクティビティ効果も反映されていない。した

がって、これらの影響が大きく現れる地域においては、「距離減衰式に基づく方法」の震度

が「ハイブリッド合成法」の震度よりも小さくなっている。 
 
5.3 「ハイブリッド合成法」による強震動予測結果と距離減衰式との比較による検証 

強震動予測結果の検証として、「ハイブリッド合成法」に用いる工学的基盤

（Vs=600m/s）上面における最大速度を、司・翠川 (1999) の距離減衰式（経験式）による最

大速度と比較した（図 7）。 
いずれのケースについても距離減衰式と比べるとやや小さい結果となっている。これは、今回

の計算対象領域である福岡県及び佐賀県地域では、地震基盤までの深さが比較的浅いことが要因

として考えられる。これは、山崎断層帯の強震動評価（地震調査委員会, 2005）においても同様

の例が挙げられている。 

 

5.4 「浅い地盤構造」を考慮した一次元地震応答計算結果との比較 

地表における最大速度の分布と工学的基盤（Vs=600m/s）上面からの最大速度増幅率の分

布をそれぞれ図 20、21 に示す。地形区分および速度構造モデルを用いて算定した表層 30m
までの平均 S 波速度（AVS30）から、経験式により求められる増幅率を用いた地表最大速度

も併せて示している。全体を通してみると、応答計算による結果は、微地形区分や AVS30
による結果よりも最大速度が小さな値となっており、その分布状況は地盤の特性を反映した

より詳細な結果となっている。特に、等価線形法を用いている場合、海岸に近いところで最

大速度がより小さくなる傾向が見られる。これは、非線形応答が生じていることが示唆され

る。ケースごとにみると、ケース 1a、1b ではアスペリティが断層中央に位置していること

から、アスペリティ付近の福岡市中心市街地で最大速度が大きくなっている。ケース 2a、
2b ではアスペリティを大小に分けて断層両端に配置させたことから、全体的にケース 1a、
1b より最大速度分布が小さく、解析対象領域においては北西のアスペリティ周辺の博多湾

沿いで最大速度が大きくなっている。 
計測震度と工学的基盤上面からの震度増分の分布をそれぞれ図 22、23 に示す。なお、図

23 では基準となる工学的基盤上面の震度および応答計算による地表の計測震度は、工学的

基盤上面の波形および地表の波形より気象庁 (1996) （ただし、上下動成分は考慮せず）に

従って算出している。応答計算による計測震度分布は、地形区分から算出した計測震度分布
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と大局的には同様な分布を示しているが、所々で異なった分布を示しており、地盤の詳細な

モデル化の違いや非線形性の考慮の違いによるものと言える。 
 
 

6. 問題点と今後の課題 

6.1 問題点とその対応策 

強震動評価においては、震源断層形状（長さ L (km)、幅 W (km) ）を設定してから地震モ

ーメント M0 (N･m)を求め、M0と気象庁マグニチュード（M）の関係から M を求めていた。

一方、長期評価においては、地表地震断層の長さ L (km)（繰り返し活動して形成された活断

層を 1 回の活動でできた活断層とみなす）と M の関係から M を求めていた。これらの M は、

設定方法が異なることから、必ずしも同じ値とはならないでいた。そこで、ここでは長期評

価で設定されている M を固定パラメータとして、他の断層パラメータを設定した。 
アスペリティや破壊開始点の位置は地表における強震動予測結果に大きく影響する（地震

調査委員会, 2003a，2003b，2004）。しかし、今回の評価においては、情報の不足等により

アスペリティや破壊開始点の位置を確定的に扱えなかった。そこで、アスペリティの個数に

ついては 1 つの場合と大小 2 つの場合を考え、1 つの場合は震源断層モデルの中央に、2 つ

の場合は、断層の南部に位置する太宰府市大佐野（おおざの）地点において上下変位が認め

られていることから、南部に大きなアスペリティを北部に小さなアスペリティを配置させた。

破壊開始点は、アスペリティの北西下端と南東下端とした。 
「深い地盤構造」の 0 次モデルの構築にあたっては、物理探査の結果を中心に可能な限り

の情報収集を行ったが、今回の評価対象地域は、一部を除き、調査等が十分には実施されて

いないため、十分な情報が得られなかった。また、山地周辺で基盤岩が露出している地域に

ついて、今回の検討では風化帯を設定していない。基本的には資料が非常に限られているこ

とから三次元地下構造モデルの構築にあたっては、いくつかの仮定が必要となった。また、

K-NET、KiK-net による観測記録を基に、一次元地盤構造モデルによるレイリー波基本モー

ドの計算や三次元差分法を用いての地震動計算を行い、スペクトル比や波形の比較によって

地盤モデルの修正を行って１次モデルの構築を行った。基本的には資料が非常に限られてい

ることから三次元地下構造モデルの構築にあたっては、いくつかの仮定が必要となった。 
地表における最大速度や震度を精度よく求めるには、「浅い地盤構造」についてもボーリ

ングデータ等を用いて一次元速度構造モデルを作成し、これを用いて算定される地表におけ

る時刻歴波形から推定することが望ましい。しかし、計算対象領域では地表における時刻歴

波形を求めるだけの十分な地盤調査データが得られていないため、一次元速度構造モデルの

作成は行わず、微地形区分（約 250m メッシュごとの情報）を利用した最大速度の増幅率を

用いて地表の最大速度を求めた。さらに、最大速度増幅率および速度と計測震度の経験式か

ら導かれる震度増分を算出し、工学的基盤上面の波形より算出した計測震度に震度増分を加

えて、地表の計測震度を求めた。 
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6.2 今後の課題 

震源断層形状やアスペリティ、破壊開始点の位置、さらにマグニチュードの算定方法など

の精度向上においては、現状、確定的に取り扱えない震源断層パラメータの違いによる強震

動予測結果のばらつきの大きさをケース分けによって把握しておくことが、強震動評価およ

びその結果の利活用上の判断を行う上で非常に重要であり、併せて活断層調査や深部物理探

査等の調査結果の蓄積および震源断層パラメータの経験式の検討など、継続的な調査研究が

必要である。 
今回 4 通りのアスペリティの破壊開始パターンを計算した結果、ある特定の地点において

やや長周期の波動が得られた。これにより、アスペリティの大きさおよび破壊開始点の位置

の設定に課題が残された。この長周期成分の影響は震度に現れ、震度算定において工学的基

盤上面の波形から算出した計測震度に震度増分を加えて計測震度を求める方法をとることに

より、長周期成分の影響を低減させることができた。 
一方、強震動予測の精度をさらに高めていくためには、精度の高い地下構造モデル（特に

「深い地盤構造」および「浅い地盤構造」のモデル）の設定が必要である。このうち、深い

地盤構造の高精度化（１次モデル化）については、全国１次地下構造モデル構築の試みを一

層推進する必要がある（纐纈・他, 2008）。また、「浅い地盤構造」モデルの計測震度への

影響については、今回の検討で、これまでの微地形区分による増幅率を用いて経験式から算

出する方法とボーリング調査データに基づいて非線形性を考慮した一次元地震応答計算によ

る方法とで計測震度に明らかな差異が認められる地点もあった。今後「浅い地盤構造」の非

線形性の影響についてさらに検討を進めていく必要があるが、応答計算が適用できるモデル

の構築にはボーリングデータ等の膨大な量の詳細な地盤構造データが必要であり、検証と併

せてこれらのデータの収集・データベース化の仕組み作りも、予測精度の向上のための課題

であり、科学技術振興調整費による「統合化地下構造データベースの構築」のプロジェクト

（藤原, 2007）などの成果が期待される。さらに、構築した三次元地下構造モデルの検証を

含め強震動予測手法の検証を行うためには、2005 年福岡県西方沖の地震の観測記録に基づ

く検討（地震調査委員会強震動評価部会, 2008）のように、K-NET および KiK-net 観測網、

気象庁や自治体震度計観測網による強震記録が不可欠である。さらに、「浅い地盤構造」の

検証にはより多くの強震観測点が必要であり、今後の一層の充実が期待される。 
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